
会 派 名 公明党

視 察 日 令和8年7月22日

視 察 者 山田匡身、遠藤彰

視 察 先 北海道砂川市役所4階 委員会室

視察項目 子育て支援サービスについて

選定理由

視察先の北海道砂川市は、「子育てするなら砂川で」をスローガンに掲げ、医療費や
学校給食費の完全無償化をはじめ、保育所での「おむつサブスクリプション」や
キャッシュレス決済の導入など、先進的な保護者負担軽減策を力強く進めている。大
崎市とは規模が異なるものの、現場のニーズに即したソフト面の工夫などは本市の市
民サービス向上や今後の施策立案に極めて有用であると判断し、視察先として選定し
た。

説 明 者

保健福祉部子育て支援課長 兼 子ども家庭センター所長 作田 哲也
保健福祉部子育て支援課子育て支援係長 小澤 友祐
保健福祉部子ども家庭センター主幹 兼 ふれあいセンター主幹 高島 理穂
砂川市議会議長 多比良 和伸
砂川市議会事務局長 安武 浩美

視察概要

砂川市では、「子育てするなら砂川で」を掲げ、市役所庁舎内に開設した「こども家
庭センター」を核とした切れ目のない支援を推進している。医療費・給食費の完全無
償化をはじめ、保育所での「おむつサブスクリプション」やキャッシュレス決済の導
入など、独自の保護者負担軽減策を展開している。また、小中一貫の義務教育学校
「砂川学園」の開校により教育環境も拡充している。視察では事業の経緯や効果の説
明を受け、子育て支援の状況を確認した。

詳  細

（1）保護者の経済的・時間的負担の軽減策
砂川市では、「子育てするなら砂川で」というスローガンのもと、子育て世帯の負担
軽減を最重点施策として強力に推進している。医療費助成を高校生年代まで拡充し、
「完全無償化」を実現したほか、小中学校における学校給食費の完全無償化を実施し
ている。また、「乳児すこやか応援クーポン券支給事業」を拡充し、支給限度額を年
間最大48,000円から60,000円へと増額するとともに、支給期間もおむつが取れる時期
を想定して3年間に延長した。対象品目もおむつに限らず、粉ミルクや離乳食、衣類
など多様な育児用品へ拡大している。さらに、紙おむつ等の使用でごみが増えること
への配慮として、3歳未満の児童がいる世帯に燃やせるごみ袋を月10枚（年間最大120
枚）配布する事業や、産後ケア事業、北海道子どもの国ふしぎの森の大人利用料無償
化クーポンの配布（小学校6年生以下の児童がいる世帯対象）など、家計と育児を力
強く支える細やかな支援を展開している。
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（2）保育環境の改善と業務効率化
保育所等においては、保護者と保育士双方の負担軽減を図る先進的な取り組みが進め
られている。独自の取り組みである「おむつサブスクリプション」の導入により、園
内で定額の紙おむつが使い放題となり、保護者が毎朝登園時におむつを持参し、一枚
ずつ記名する手間を完全に解消した。同時に、各施設におむつ専用ゴミ箱を設置して
使用済みおむつの持ち帰りを廃止したことで、保護者の衛生面・心理面での負担を減
らしている。これは保育士にとっても、園児ごとのおむつ管理や仕分け作業をなくす
業務改善に結びついている。また、保育所ICTシステムを導入して欠席連絡や登降園
管理、お知らせ配信をデジタル化したほか、学童保育の短期利用料や一時預かり事業
の支払い等にキャッシュレス決済を導入し、保護者が金融機関等の窓口へ出向く負担
の軽減と手続きの利便性向上を図っている。
（3）相談拠点の集約と教育・学童保育環境の拡充
令和6年4月、市役所庁舎内に総合相談窓口「こども家庭センター」を開設した。これ
まで分散していた母子保健機能と児童福祉機能を統合し、専門の相談員（保健師等）
を常駐させるとともに、母子手帳アプリ「砂川すくすく子育て応援アプリ」と連携さ
せることで、妊娠期から子育て期まで途切れのない支援体制を整備している。教育環
境においては、同年4月に市内の全小中学校（6校）を統合した小中一貫の義務教育学
校「砂川学園」を開校させた。これに合わせ、スクールバスの運行を開始したほか、
市内5箇所にあった学童保育所を2拠点へ再編し、良質な教育環境の提供と保護者の就
労支援の両立を図っている。

（4）質疑応答
【Q】 不妊治療費助成事業および妊婦タクシー助成事業の具体的な実績や効果、今後
の運用課題はどのようなものか。
【A】 不妊治療費助成事業は申請者の約46.4％が妊娠に至るなど高い成果と満足度を
得て制限緩和等が今後の課題とされる一方、妊婦タクシー助成事業は自家用車文化に
より利用率は約12％にとどまるものの緊急時のセーフティネットとして不可欠な事業
となっている。
【Q】 様々な子育て支援策を展開している中で、市民アンケート等において特に評価
が高い施策は何か。
【A】 アンケートでは所得制限や自己負担金のない「子ども医療費無償化」が絶大な
支持で最も高く評価され、次いで安心できる学校・保育環境や、子育て支援センター
の移転に伴い利用者が約1.5倍に増えた相談体制の充実が上位の評価を得ている。
【Q】 病児・病後児保育事業の利用実績や、施設の維持・運営にあたっての課題はど
のように捉えているか。
【A】 市立病院内（定員3名）で運営されている病児保育事業は、事前受診の手間や
費用、開所日の約半分という稼働率の低さが課題となっているものの、市は費用対効
果を超えた「地域に不可欠なインフラ」として体制を維持する方針である。

詳  細
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詳  細

【Q】 おむつサブスクリプション導入やキャッシュレス決済推進の狙いと現場の反応
はどうか。
【A】 保護者の記名・持参や保育現場の管理負担を解消するDX施策としての「おむつ
サブスク」が低年齢児を中心に好評を博しているほか、学童保育等の窓口支払いの手
間を省く「キャッシュレス決済」も初期費用を抑えたシステム活用により迅速に導入
され、双方で利便性の向上を図っている。
【Q】 義務教育学校「砂川学園」開校の経緯と、就学前の保育・幼稚園から小学校へ
の連携はどのように取り組んでいるか。
【A】 単学級化の解消を目指して開校した義務教育学校が小中一貫教育で児童の成長
や好影響を促す一方、幼保小連携では就学時健診や入学前の引き継ぎ会議を通じて情
報を事前共有し、スムーズな就学と切れ目のない支援体制を実現している。
【Q】 市民から屋内大型遊戯場など「子どもの遊び場」のさらなる拡充を求める声は
ないか。
【A】 市民から天候に左右されない大型遊戯施設を求める声はあるものの、巨額の財
政負担から新規建設は困難であるため、市としては既存施設や空きスペースを賢く活
用して機能を高めていく方針である。
【Q】 今後さらに力を入れたいと考えている子育て支援策や、現在感じている課題・
展望はどのようなものか。
【A】 児童数の減少に対して低年齢児の保育需要は高まり続け今年度拡充した枠もす
でに満杯に近いため待機児童対策の検討が必要であるほか、依然として要望の多い
「経済的負担の軽減」についても財政バランスを考慮しながら引き続き模索していく
方針である。

所  感

山田 匡身 代表
砂川市が掲げる「子育てするなら砂川で」という明確な理念のもと、市長の強いリー
ダーシップのもとで実効性の高い施策が次々と展開されている点に深く感銘を受け
た。高校生年代までの医療費および小中学校の給食費における所得制限なしの「完全
無償化」や、年間上限を増額したおむつ等クーポン券の支給など、子育て世帯の経済
的負担を徹底して軽減する姿勢である。また、保護者の時間的・心理的負担と保育士
の業務負担を同時に解消する「おむつサブスクリプション」の導入や、学童保育等へ
のキャッシュレス決済の導入といった現場ニーズに即したDX推進は、大変先進的か
つ実用的な取り組みであった。本市においても、こうした柔軟な発想や他自治体の優
れた事例を取り入れる重要性を強く認識した。今後の本市における子育て支援のさら
なる充実に向けてしっかりと生かしていきたい。
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所  感

遠藤 彰 幹事長
砂川市視察で最も印象に残ったのは、「子育てするなら砂川で」の理念のもと、負担
軽減策が強力に推進されている点である。高校生年代までの医療費や小中学校の給食
費の完全無償化、おむつクーポン等の手厚い支援は少子化対策の本気度を示すもので
大変参考になった。また、おむつサブスクや学童でのキャッシュレス決済など、保護
者の負担軽減と保育士の業務効率化（DX）を同時に実現している点は大崎市でも取
り入れるべき先進的な取り組みである。さらに、不妊治療の確かな実績や、妊婦タク
シーをセーフティネットとして位置づける実効性重視の姿勢にも深く感銘を受けた。
今回学んだ事を大崎市における子育て支援策の充実にしっかりと生かしていきたい。

総  括

砂川市の視察では、「子育てするなら砂川で」の理念のもと展開される先進的な支援
策を直接学び、極めて有意義な機会となった。高校生年代までの医療費や小中学生の
給食費完全無償化に加え、おむつサブスクやキャッシュレス決済など実効性あるDX施
策が徹底されている。また、「こども家庭センター」の設置や義務教育学校「砂川学
園」の開校など、ハード・ソフト両面での切れ目のない基盤づくりを確認した。一方
で、低年齢児の保育需要や病児保育等のリアルな課題も伺え、行政運営を深く考察す
る契機となった。大崎市においても、本視察で得られた知見や財源活用の先進事例を
参考に、今後の子育て支援政策のさらなる充実に反映させていきたい。

視 察 の 様 子



会 派 名 公明党

視 察 日 令和8年7月23日

視 察 者 山田 匡身、遠藤 彰

視 察 先 北海道札幌市役所本庁舎16階会議室

視察項目 クマ対策について

選定理由
クマ出没やハンター不足が深刻化する本市の課題解決に向け、札幌市の「ヒグマ基本
計画」に基づくゾーニング管理、猟友会・NPOとの手厚い連携、分割式箱罠の運用や
教育啓発等の先進事例を本市へ活かすため選定した。

説 明 者
札幌市環境局環境都市推進部環境共生担当課長　坂田 一人
札幌市環境局環境都市推進部環境共生担当課 熊対策調整担当係長　藤田 将
札幌市環境局環境都市推進部環境共生担当課 熊対策調整担当係長　朝倉卓也

視察概要

森林と街を区分し侵入を防ぐゾーン分け管理や、行政と猟友会が対等なパートナーと
して信頼関係を築く手厚い費用委託の仕組みについて説明を受けた。また、重量のあ
る箱罠が現場へ運べない課題に対し、軽トラックで運搬・組み立てが可能な「分割式
箱罠」の導入事例や、専門業者（NPO）への初動調査委託による速やかな要因特定な
ど、実効性の高い運用手法を学んだ。さらに、学校現場でのヒグマ講座やスクール
ガードへの鈴・ホイッスル配備、地域と協働した草刈りや放置果樹の伐採支援など、
未然防止に向けた教育・環境整備の重要性についても知見を深めた。

詳  細

(1) 現状について
札幌市は市域の3分の2以上を森林が占め、住宅街と直接隣接する都市構造を持つ。積
丹地域個体群の生息数増加や北海道の「第2期ヒグマ管理計画」による個体数削減目
標を背景に、令和7年度は山の実りの凶作等から363件の出没や人身被害、道内初の
「緊急銃猟」の実施など深刻な被害が相次いだ。これに対し、市域を4つのゾーンに
分ける「さっぽろヒグマ基本計画」の2026年改定を進め、誘引物対策の強化や都市近
郊林での計画的捕獲を明記することで、未然防止型の先手管理体制への転換を図って
いる。
(2) 捕獲・防除体制と地域連携の仕組み
110番等の通報時は専門NPOへ初動調査や痕跡鑑識を委託し、猟友会の出動を危険な
場面に限定してハンターの負担を軽減している。また、電気柵の補助や道具・処分調
整等の行政支援のもと、ボランティアと協働で草刈りや放置果樹伐採による緩衝帯整
備を推進。情報発信ではパニックを防ぐため誤報の少ない正確な情報を公式Webサイ
ト等で届けるほか、ヘアトラップや糞のDNA分析により個体・移動ルートを特定し、
効果的な捕獲や侵入防止に活用している。

会派視察報告書
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(3) ハンター確保・現場機材・学校安全教育の具体的運用
札幌市では、猟友会札幌支部による清掃活動等の社会貢献を通じて会員数が増加傾向
（約700名）にある中、選抜された「ヒグマ防除隊（35名）」と事前準備や罠管理費
等を網羅した手厚い包括委託契約を締結して良好な協力体制を築いている。また、軽
トラックで搬送し現地で組み立てられる特注・分割型箱罠の導入で搬送・設置の重労
働を大幅軽減。学校現場でも電気柵設置や見守り強化に加え、出前講座や小4の地域
学習を通じた継続的なヒグマ教育を実施し、捕獲体制の強化から教育まで一体的に展
開している。

(4) 質疑応答
【Q】 クマが出没した際の対応や捕獲の判断基準はどうか。
【A】 クマの行動を4段階（レベル1：人を見て逃げる～レベル4：人を攻撃・接近）
に分けた「有害性判断表」と、4つのゾーン区分を組み合わせた「基本対応方針表」
により防除や捕獲等の対応を定めている。現在は後手対応を防ぐため、より低いレベ
ルでも捕獲・防除を強化する計画改定を進めている。
【Q】 大崎市ではハンターの高齢化・減少が深刻である。札幌市で猟友会会員が増加
している要因と、捕獲対価などの費用対応はどうか。
【A】 市が特別な勧誘をしているわけではなく、猟友会札幌支部自体がゴミ拾いやイ
ベント参加、ジビエPRなどの社会貢献活動を積極的に行い、地域へアピールしている
成果で若い世代や女性の加入が進んでいる。費用面は単発の1頭単価ではなく積算に
基づく手厚い包括委託契約を締結しており、費用面の不満は出ていない。

【Q】 大崎市ではイノシシ用くくり罠への錯誤捕獲や、地元鉄工所から寄贈された鉄
板製箱罠が重すぎて現場へ運べず活用できていない課題がある。札幌市の罠の運用は
どうか。
【A】 捕獲は原則箱罠で行っている。現場への搬送・設置負担を軽減するため、「軽
トラックで搬送し現場で組み立てられる分割型の特注箱罠」を発注・導入した。強度
の問題もなく運用できており、職員やハンターの現場負荷を大幅に減らしている。
【Q】 学校周辺や通学路におけるクマ対策、児童への安全教育の具体的な取組はどう
か。
【A】 ハード面では山際の学校への電気柵設置やクルミの木伐採を実施している。見
守り面ではスクールガード（ボランティア）へホイッスル、警察OBリーダーへ熊除け
鈴を配布し巡回を強化している。教育面ではNPOによる「ヒグマ講座」のほか、小4
の地域学習で「共生や安全対策を児童自ら考え発表する」継続的な授業プログラムを
取り入れている。

詳  細
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所  感

山田 匡身
本市のツキノワグマ対策において、捕獲の後手化やハンターの負担増は喫緊の課題で
あり、今回の視察を通じて「先手管理体制」への転換の重要性を痛感した。特に、
ゾーン管理による未然防止や、巡回・罠管理も含めた猟友会との「包括委託契約」、
分割型箱罠による現場の負担軽減、NPO・学校と連携した継続的な安全教育など、今
回の視察で得た先進的な知見を大崎市でもしっかりと生かしていきたい。

遠藤 彰
現場の苦労に寄り添う札幌市の工夫に深く感銘を受けた。本市でも捕獲罠の運搬作業
やハンターの負担増は深刻な課題である。札幌市では初動調査のNPO委託や分割型箱
罠の導入により現場の負担を大幅に削減し、市職員が住民とともに草刈り等を行う
「現場主義」で支援していた。ハンターや地域住民の負担軽減を最優先に考え、市民
と行政が一体となって地域を守る仕組みづくりを、大崎市でもしっかりと生かしてい
きたい。

総  括

本視察を通じ、札幌市のヒグマ対策は単なる駆除にとどまらず、現場の負担軽減と住
民協働を両立させた「先手管理体制」へ明確に転換していることが確認できた。NPO
委託による初動調査や分割型箱罠の導入によるハンターの負担軽減、行政が伴走する
住民・学生との草刈りや放置果樹伐採など、現場主義に基づく実効性の高い施策が徹
底されている。安全対策は行政任せでも市民任せでも成り立たない。ハンターや地域
住民の負担軽減を最優先とし、市民と行政が一体となって地域を守る持続可能な仕組
みづくりを、大崎市でもしっかりと生かしていきたい。

視 察 の 様 子



会 派 名 公明党

視 察 日 令和8年7月24日

視 察 者 山田匡身、遠藤彰

視 察 先 北海道石狩郡当別町役場会議室、ロイズタウン駅

視察項目 ロイズタウン周辺のまちづくりについて

選定理由

当別町では、民間企業である株式会社ロイズコンフェクトと連携し、JR北海道「ロ
イズタウン駅」の開業を契機に、駅周辺のまちづくりや観光振興、交流人口の拡大に
取り組んでいる。また、企業版ふるさと納税を活用した駅整備、自動運転バスの実証
運行、インバウンド誘客など、官民連携による地方創生を積極的に推進している。人
口減少や地域公共交通の維持、観光振興が課題となっている大崎市においても参考と
なる先進事例であることから視察先として選定した。

説 明 者

企画部事業推進課　課長　遊佐 博憲 氏
企画部事業推進課事業推進係　係長　寺田 航平 氏
当別町議会　副議長　稲村 勝俊 氏
当別町議会事務局　議会事務局長　熊谷 康弘 氏

視察概要

当別町では、株式会社ロイズコンフェクトとの官民連携により、令和4年3月にJR北
海道「ロイズタウン駅」を開業し、新駅を核としたまちづくりを推進している。駅整
備には企業版ふるさと納税を活用し、ロイズ工場のリニューアルや道の駅とうべつと
連携した地域活性化を進めている。また、自動運転バスの実証運行や地域ブランド
化、インバウンド誘客など様々な施策を展開し、観光客数は年間約212万人まで増加
している。視察では、事業の経緯や効果、今後の展望について説明を受けるととも
に、ロイズタウン駅及び駅前広場を現地視察し、駅を中心としたまちづくりの状況を
確認した。

詳  細

（1）ロイズタウン駅整備の経緯
当別町では人口減少対策と交流人口の拡大を目的に、民間企業である株式会社ロイズ
コンフェクトと連携し、新たなまちづくりを進めている。令和2年1月、当別町とロイ
ズが連名でJR北海道へ新駅設置を要望したことを契機に計画が具体化し、令和4年3
月に「ロイズタウン駅」が開業した。駅は無人駅で、ホームは6両編成対応（135
メートル）となっている。また、令和4年12月には駅前広場も完成し供用を開始し
た。駅舎・ホーム整備費は約10億円、駅前広場整備費は約6億円である。駅舎整備費
については、ロイズからの企業版ふるさと納税を活用し、町が整備を行った。

（2）ロイズとの官民連携による地域活性化
ロイズは平成10年頃に当別町へ工場を建設し、その後も増設・拡張を進めてきた。
令和5年8月には「ロイズカカオ＆チョコレートタウン」としてリニューアルオープン
し、工場見学ができる体験型施設として全国から多くの観光客が訪れている。さら
に、工場周辺の行政地名を「ロイズタウン」に変更し、商品の所在地表示にも活用す
ることで地域ブランドの向上につなげている。

会派視察報告書
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（3）交流人口拡大への取組
町では駅開業と工場リニューアルに合わせ、駅周辺のにぎわい創出事業を実施した。
自動運転バスの実証運行や各種イベントを約1か月実施し、約4万人が来場した。観
光客数は平成20年代　約40万人道の駅開業後　約83万人令和6年度　約189万人令和
7年度　約212万人まで増加している。また、外国人観光客についても位置情報分析
では全国トップクラスの伸び率となっている。

（4）自動運転バスの実証運行
令和5・6年度にフランス・Navya社製の8人乗り自動運転バスを使用し、ロイズタウ
ン駅、ロイズ工場、道の駅とうべつを結ぶルートで実証運行を実施した。将来的な地
域公共交通への活用を見据えた取組であるが、車両価格が高額、雪を障害物として認
識する、冬季運行への対応、発進・停止時の乗り心地などが課題として挙げられた。

（5）ふるさと納税
令和6年度の寄附額は約18億円であり、最も多かった令和4年度は約29億円となって
いる。返礼品の約9割はロイズ製品であり、地域ブランドがふるさと納税の大きな魅
力となっている。

（6）現地視察
説明終了後、ロイズタウン駅へ移動し、駅舎やホーム、駅前広場について現地説明を
受けた。駅はロイズ工場まで徒歩約10分（約600メートル）の位置にあり、観光客の
利用を想定したシンプルな無人駅となっていた。駅前広場では、一般車両や観光バス
の乗降スペース、自動運転バスの発着場所、歩行者動線などについて説明を受けた。
また、ロイズ工場や道の駅とうべつとの回遊性を高めることで、交流人口の拡大や滞
在時間の延長を図るまちづくりについて現地で確認することができた。

（7）主な質疑応答
Q　ロイズタウン駅整備のきっかけは。
A ロイズ工場の拡張計画に合わせ、当別町とロイズが共同でJR北海道へ新駅設置を
要望したことが契機となった。
Q　人口への効果は。
A 住宅取得支援制度なども実施した結果、令和3年度以降は社会増減がプラスへ転じ
ている。
Q　自動運転バスの課題は。
A 冬季の雪への対応や車両価格の高さ、市街地での安定した運行などが課題であり、
現在も実証を継続している。
Q　今後の展望は。
 A 交流人口のさらなる拡大を図り、将来的には定住人口の増加につなげたい。駅周
辺についてもロイズや地権者と連携しながら活用を進めていく。

詳  細
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所  感

山田 匡身　代表
今回の視察では、ロイズという民間企業を中心に、行政とJR北海道が一体となって
新駅整備から観光振興、地域ブランド化まで推進していることに大きな感銘を受け
た。企業版ふるさと納税を活用した駅整備や、行政地名を「ロイズタウン」とするな
ど、企業ブランドを地域全体の魅力へ発展させている点は、全国的にも先進的な取組
であると感じた。現地ではロイズタウン駅や駅前広場を視察し、駅と工場、道の駅が
一体となったまちづくりを実際に確認することができた。大崎市においても、鳴子温
泉をはじめとした地域資源を生かし、民間企業や関係機関との連携を強化すること
で、交流人口の拡大と地域活性化につなげていく必要性を強く感じた。

遠藤 彰　幹事長
ロイズタウン駅の整備を契機に観光客数が大きく増加し、地域経済へ波及効果をもた
らしていることを具体的なデータとともに学ぶことができた。また、自動運転バスの
実証運行についても、地域公共交通の将来を見据えた先進的な取組でありながら、冬
季走行や車両コストなど現実的な課題についても率直な説明を受け、大変参考となっ
た。現地視察では、駅周辺の整備状況や工場との距離感、歩行者動線などを直接確認
し、駅を核としたまちづくりの効果を実感することができた。大崎市においても、地
域資源を生かした官民連携や公共交通の維持・活性化に向け、今回得た知見を今後の
政策提言に生かしていきたい。

総  括

当別町では、ロイズという地域資源を最大限に活用し、行政・企業・JR北海道が連
携したまちづくりを推進していた。新駅整備を契機に観光振興や地域ブランド化、企
業版ふるさと納税の活用など、多くの相乗効果を生み出し、交流人口の大幅な増加に
つながっていることを確認した。また、現地視察を通じて、ロイズタウン駅とロイズ
工場、道の駅とうべつが一体となった地域づくりの実態を把握することができた。本
視察で得た官民連携や公共交通、地域ブランド戦略などの知見を、大崎市における地
域活性化や観光振興、持続可能なまちづくりに生かしていきたい。
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